
医療的ケア児の支援に向けた主な取組

厚生労働省

資料３

医療的ケア児のサービス提供体制の確保に向けて
（平成30年度障害福祉サービス等報酬改定の基本的な方向性について）

【通所】
児童発達支援
放課後等デイサービス

看護職員配置加算の創設
一定の基準を満たす医療的ケア児を受け入れるために看護職
員を加配している場合に、新たな加算として評価する。
医療連携体制加算の拡充
現行の医療連携体制加算を見直し、医療的ケア児の支援のた
め、外部の看護職員が事業所を訪問して障害児に対して長時間
の支援を行った場合等について、新たに評価する。

【夜間対応・レスパイト等】
短期入所

福祉型強化短期入所サービス費の創設
医療的ケアが必要な障害児者の受入れを支援するため、新た
な報酬区分として、「福祉型強化短期入所サービス費」を創設し、
看護職員を常勤で１人以上配置すること等を評価する。

【入所】
福祉型障害児入所施設

看護職員配置加算の創設
一定の基準を満たす医療的ケア児を受け入れるために看護職
員を加配している場合に、新たな加算として評価する。

【支援の総合調整】
障害児相談支援

要医療児者支援体制加算の創設
医療的ケアを必要とする児者等、より高い専門性が求められる
利用者を支援する体制を有している場合を評価する。
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医療的ケア児支援促進モデル事業

○ 医療技術の進歩等を背景に、医療的ケアを必要とする障害児（重症心身障害児含む。以下「医療的ケア児」という。）は増加傾向にある
が、日中一時支援及び障害児通所支援事業所等（以下「事業所等」という。）で医療的ケアができる環境整備がされていないことや事業所
等に配置されている看護師等の人材が医療的ケア児に対応できない場合が多いこと等により、医療的ケア児の受入れ場所が少ない状況にあ
る。このため、事業所等において医療的ケア児の受け入れを促進し、必要な支援の提供が可能となる体制を整備し、医療的ケア児の生活の
向上を図る。

目 的

（１）併行通園の促進（拡充）
障害児通所支援事業所に通所する医療的ケア児について、保育所や放課後児童クラブとの併行通園を提案し、受入のための調整や事前

準備及び受入の際のバックアップを行い、その実施方法について検証し、手順書の作成を行う。
（２）人材育成

医療的ケア児等支援者養成研修の実施や喀痰吸引等研修における障害児通所支援事業所職員等の受講促進などにより、医療的ケア児の
支援経験がない障害児通所支援事業所等の職員の医療的ケアの知識・技能習得を図る。

（３）体制整備の促進
地域の子ども・子育て会議や自立支援協議会等において、緊急時の対応マニュアルの作成、責任の所在の明確化等の医療的ケア児の日

中活動の支援体制について検討を行う。

事業内容

（１）併行通園の促進の例

併行通園

障害児通所支援事業所

保育所等

障害児通所支援事業所に
通いつつ、保育所等の通
園を目指す

馴染みのある事業所
職員等が同行し、保
育所等での受入を
バックアップ

同行

平成３０年度予算案：１８，８９４千円

3

医療的ケア児等コーディネーター養成研修等事業※地域生活支援促進事業（都道府県・指定都市）

（項）障害保健福祉費
（目）地域生活支援事業費等補助金 平成30年度予算案：68,139千円

（１）医療的ケア児等を支援する人材の養成
地域の障害児通所支援事業所、保育所、放課後児童クラブ及び学校等において医療的ケア児等への支援に従事できる者を養成するた
めの研修や、医療的ケア児等の支援を総合調整する者（以下「コーディネーター」という。）を養成するための研修を実施する。

（２）協議の場の設置
地域において医療的ケア児等の支援に携わる保健、医療、福祉、教育等の各分野の関係機関及び当事者団体等から構成される協議の
場を設置する。協議の場では、現状把握・分析、連絡調整、支援内容の協議等、地域全体の医療的ケア児等の支援に関する課題と対応
策の検討等を行う。

○ 人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児や重症心身障害児等（以下「医療的
ケア児等」という。）が地域で安心して暮らしていけるよう、医療的ケア児等に対する支援が適切に行える人材を養成するとともに,医療
的ケア児等の支援に携わる保健、医療、福祉、教育等の関係機関等の連携体制を構築することにより、医療的ケア児等の地域生活 支援
の向上を図ることを目的とする。

目 的

事業内容

都道府県・指定都市

地域中核病院
・地域小児科センター

障害児
入所施設

児童発達支援
センター等

訪問看護
ステーション

相談支援事業所

救命救急センター・
小児専門病院

小児科診療所
・在宅療養支援

診療所

障害福祉
サービス
事業所

特別支援学校
・学校コーディネーター

育成

協議の場の設置
・現状把握・分析
・支援の連携
・資源の開拓
・地域住民への情報提供

など

保健
センター

育成

【支援者・コーディネーター】
障害児相談支援事業所等の職員等に対す
る研修を行い、医療的ケア児等を支援す
る者の育成の推進を行う
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医療型短期入所事業所開設支援※都道府県事業（指定都市、中核市も可）

（項）障害保健福祉費
（目）地域生活支援事業費等補助金 平成30年度予算案：493億円の内数

１）新規開設に向けた医療機関等に対する講習等
医療型短期入所事業所の新規開設に向けて、医療機関や介護老人保健施設等に対し、重症心身障害児者等に対する支援の
基礎的な知識や、既存施設の短期入所における支援事例などについての講習等を実施する。

２）新規開設事業所の職員に対する研修等
新規開設事業所の職員に対し、重症心身障害児者等の障害特性に関する知識や支援技術の習得を図るための実地研修等を
実施する。
例えば、新規開設事業所と既に医療型短期入所事業を実施している施設との間で、職員を相互に交換する研修を実施する
ことなどが考えられる。

○ 医療型短期入所事業の対象である重症心身障害児者等が身近な地域で短期入所を利用できるよう、医療機関や介護老人保
健施設による医療型短期入所事業所の開設を支援し、重症心身障害児者等が在宅で安心した生活を送れるよう支援の充実を
図ることを目的とする。

目 的

事業内容

都道府県・指定都市・中核市

実地研修・現地研修
（既存の医療型短期入所事業所）

医療的ケアが必要な重症心身障害児
者等が居住する身近な場所

新規開設事業所の職
員が研修受講

短期入所事業所
（病院）

短期入所事業所
（介護老人保健施設）

短期入所事業所
（病院）

短期入所事業所
（介護老人保健施設）

連携・委託
短期入所

講習会

基礎的な知識等ついての講習会を開
催し、新規参入を促す

①

②

③
現地指導

（アフターフォロー）
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平成28年度 「ＩＣＴを活用した重症心身障害児者の医療情報等の共有に向けた調査研究事業」
平成29年度 「医療的ケア児等医療情報共有基盤構築に係る調査研究」

医療的ケアが必要な障害児等の救急時や、予想外の災害、事故に遭遇した際にも、医師が迅速に必要な患者情報を共有できるようにし、どこにいても
適切な対処を受けられるようにする。これにより今まで旅行にでかけることも躊躇することがあったと思われる家族が安心して出かけることが可能になる
ことが期待される。

《平成29年度事業実施内容》
①医療的ケア児等の医療情報共有基盤の構築
②事例による検証
③救急対応に関するヒアリングと検証
④検討会の開催
⑤実証・検証結果からの提言

《平成30年度内容》予算案：153,100千円
①平成29年度の実証で得られた課題・問題点を
解決するためのシステム改修
➁改修したシステムを活用し、全国規模での実施

医療的ケア児等医療情報共有サービスのイメージ
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